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STEP１-１ 基本情報
組合コード 60032
組合名称 東洋アルミニウム健康保険組合
形態 単一
業種 金属工業

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

1,970名
男性84.6%

（平均年齢46.48歳）*
女性15.4%

（平均年齢43.5歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 3,843名 -名 -名
適用事業所数 6ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

11ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

102‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

事業主 産業医 0 13 - - - -
保健師等 11 0 - - - -

第3期における基礎数値
（令和4年度の実績値）

特定健康診査実施率 
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 1,325 ∕ 1,846 ＝ 71.8 ％
被保険者 1,151 ∕ 1,266 ＝ 90.9 ％
被扶養者 174 ∕ 580 ＝ 30.0 ％

特定保健指導実施率 
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 208 ∕ 236 ＝ 88.1 ％
被保険者 181 ∕ 193 ＝ 93.8 ％
被扶養者 27 ∕ 43 ＝ 62.8 ％

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 5,500 2,792 - - - -
特定保健指導事業費 3,200 1,624 - - - -
保健指導宣伝費 3,820 1,939 - - - -
疾病予防費 22,895 11,622 - - - -
体育奨励費 300 152 - - - -
直営保養所費 0 0 - - - -
その他 608 309 - - - -
　
小計　…a 36,323 18,438 0 - 0 -
経常支出合計　…b 1,253,266 636,176 - - - -
a/b×100 （%） 2.90 - -
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令和8年度見込み

(歳)

(百人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

4 2 0 2 4
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)

(歳)

(百人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

0 2 4 6 8 10
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)

(歳)

(百人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

0 2 4 6 8 10
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)
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男性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 15人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 70人 25〜29 106人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 159人 35〜39 199人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 240人 45〜49 217人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 193人 55〜59 202人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 194人 65〜69 52人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 11人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 2人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 17人 25〜29 33人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 36人 35〜39 29人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 42人 45〜49 60人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 39人 55〜59 19人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 23人 65〜69 2人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 1人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 103人 5〜9 145人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 155人 15〜19 114人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 65人 25〜29 14人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 6人 35〜39 0人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 2人 45〜49 0人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 0人 55〜59 0人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 1人 65〜69 1人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 3人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 191人 5〜9 285人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 288人 15〜19 241人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 128人 25〜29 33人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 50人 35〜39 73人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 117人 45〜49 97人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 120人 55〜59 112人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 85人 65〜69 24人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 19人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴

1. 小規模の健保組合（被保険者数約2,000名弱、加入者数約3,900名弱）である。
2. 組合規模に対し、拠点数が多い。
3. 男性被保険者の比率が高く、年齢構成では30代〜50代まで各年齢層に偏りなく、平均的に分布している。
4. 3項の影響により扶養率が高く、22歳以下の子女扶養者が多い。
5. 事業主の主要事業所には事業主直営診療所があり（10拠点）、特定保健指導・重症化予防を含め、主体的に健康管理活動を実施している。
6. 被扶養者の特定健診受診率が非常に低い。
7. 組合規模に比して付加給付・疾病予防事業（人間ドック）の制度は充実している。
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STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴
・被扶養者特定健診の受診率が非常に低く、受診率向上が喫緊且つ重要な課題である。
・事業主側の主力事業所には診療所が設置されており、健診・人間ドック等の結果を受けての受診勧奨・産業医による個別面接・指導が実施されている事業所もあり、重症化予防の体制が整っている。
・人間ドック補助制度を始めとした保健事業については非常に充実した内容になっているが、利用者が限られている。
・健康保険組合としては体育奨励事業が実施されていない。

事業の一覧
職場環境の整備
　特定健康診査事業 　特定保健指導
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　後発医薬品置換推進
個別の事業
　疾病予防 　被扶養者歯科健診
　疾病予防 　禁煙プログラム実施
事業主の取組
　1 　雇入（採用）時健診
　2 　被保険者（従業員）健康診断後支援（精検・受診勧奨による重症化予防）
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備
特
定
健
康
診
査
事
業

4 特定保健指導 ・特定保健指導実施率90％以上 全て 男女

40
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 3,200 - - - -

加入者への意識づけ

保
健
指
導
宣
伝

2 後発医薬品置
換推進 後発医薬品置換の促進 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 200 - - - -

個別の事業

疾
病
予
防

3 被扶養者歯科
健診 ・被扶養者の歯科健診実施率を60％以上とする。 一部の

事業所 男女

4
〜（

上
限
な
し）

被扶養
者 1,710 - - - -

5 禁煙プログラ
ム実施 50代の喫煙率を下げる。・ 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 3,600 - - - -

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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事業主の取組
雇入（採用）時健
診

【目的】採用時健診
【概要】個別受診 被保険者 男女

18
〜
74

事業主実施（健康管理室） - 生活環境が変わる入社のタイミングで、健康管
理の啓発、動機付けの機会が必要である。 無

被保険者（従業員
）健康診断後支援
（精検・受診勧奨
による重症化予防
）

【目的】健診結果で生活習慣病の受診勧奨レベルの方、疑義結果が
出た方への精検勧奨
人間ドックで有所見となった項目の精検実施・受診確認・勧奨
【概要】保健師からのメール・電話による精検受診確認、勧奨、産
業医による個別面談（事業所により、実施状況は異なる。）

被保険者 男女
18
〜
74 事業主実施（健康管理室）

八尾製造所他一部の事業所では、産業医による
個人面談等で、医療機関への受診状況を確認し
、個別に受診勧奨、受診結果の確認、フォロー
を実施している。

事業主運営診療所の有無、体制により、事後フ
ォローの状況が異なり、疾病発生、重症化予防
について、事業所独自に運営されている。各事
業所に合致した方法が取られているが、全社的
な標準化、効果の集計・分析が為されていない
。
また、診療所のない事業所ではこの事業が実施
されておらず、被保険者間で受益サービスに差
が生じている。

無

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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STEP１-３ 基本分析

登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア 特定保健指導該当者の事業所別・その他階層別分析 特定健診分析 1.　特定保健指導該当者率は40歳以上で1/4弱に達している。

2.　40歳未満でも10％を超える要支援該当者がおり、事業所毎に偏在して
いる。千葉製造所が特に状態が悪い。
3.　血糖・脂質・血圧とも拠点ごとに特徴を抱えており、全拠点一律の対
策は立て難い。
4.　従業員の７割が40代以上。一般的に年齢が高くなるほど、有所見者率
が高くなる傾向が見られる。

イ 特定保健指導実施状況 特定保健指導分析 1.　令和4年度は、積極的支援・動機づけ支援ともに昨年に比べ、特定保健
指導の受診率が増えている。
2.　主要事業所で、対象を希望者としていることから、組合全体としての
実施率は3割程度に留まる見通しである。

ウ 被保険者喫煙状況のまとめ 健康リスク分析 1.　当組合では喫煙率と特定保健指導該当群発生率との強い相関は認めら
れない。
2.　郊外の製造所での喫煙率が高い。男女構成を加味しても高い。
3.　被保険者男性について、年代別では50代の喫煙率が全国平均に比して
高く目立っている。
4.　男性年代別喫煙率（全国平均）の水から、現在の50代は40代で禁煙を
進めたことが伺えるが、当組合では30代～50代の喫煙率がフラットに推移
しており、全国平均に比して、40代での禁煙への取組みが鈍かったことが
推察される。喫煙に限らず、健康に対する認識の面でも50代喫煙者につい
ては低いことが懸念される。

エ 被扶養者歯科医療費推移 医療費・患者数分析 1．被扶養者では直近２２年度は減少している。
2．18歳未満及び被保険者では毎年増加傾向にある。正しい口腔衛生習慣が
身に付いていない可能性がある。
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オ 後発医薬品置換状況まとめ（平成29年度診療分まで） 後発医薬品分析 1.　後発医薬品置換率は数量・金額とも年毎に上昇しており、2022年度に
ついては、70％弱に達している。（院内処方を除く。）
2.　置換数量について、本人／家族別に集計すると、家族の置換率が10％
程度低い状態で、家族の後発薬への置換が本人に比して進んでいない。金
額では家族の置換率が本人とほぼ同等となるが、平成28年度と比較した伸
びでは本人の方が大きい。
3.　事業所別・年齢層別・本人／家族別に後発品数量比率を分析すると、
事業所・年齢層によって置換率に差があることがわかる。
　　顕著な特徴としては、
　　1)　本人では主力の事業所でも30%近い差がある反面、家族について
は主力事業所は50～60％に集中している。
　　2)　年齢層別では本人の数量置換率はあまり差がない反面、家族につ
いては特に乳幼児において数量置換率が低い。
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2022年度　40歳以上血糖

事業所

コード

_M

事業所
該当者

数

受診者

数
割合

積極的支

援人数

積極的支援

割合

動機付け

支援人数

動機付け支

援割合

情報提

供人数

情報提供

割合

判定不能

人数

判定不能

割合

1010 東洋アルミニウム株式会社　役員 4 18 22.2 0 0 0 0 4 100 0 0

1011 東洋アルミニウム株式会社　八尾製造所 19 242 7.9 0 0 0 0 19 100 0 0

1012 東洋アルミニウム株式会社　新庄製造所 8 168 4.8 0 0 0 0 8 100 0 0

1013 東洋アルミニウム株式会社　群馬工場 10 123 8.1 0 0 0 0 10 100 0 0

1014 東洋アルミニウム株式会社　日野製造所 2 72 2.8 0 0 0 0 2 100 0 0

1015 東洋アルミニウム株式会社　本社 5 138 3.6 0 0 0 0 5 100 0 0

1016 東洋アルミニウム株式会社　東京本社 1 37 2.7 0 0 0 0 1 100 0 0

1017 ＴＥＰ大阪（旧ＴＦＰ） 3 47 6.4 0 0 0 0 3 100 0 0

1018 ＴＥＰ東京（旧ＴＦＰ） 2 28 7.1 0 0 0 0 2 100 0 0

1021 ＴＥＰ滋賀（旧東洋エコー） 1 3 33.3 0 0 0 0 1 100 0 0

1022 東洋アルミニウム株式会社　御所工場 2 37 5.4 0 0 0 0 2 100 0 0

1023 東洋アルミニウム株式会社　平野工場 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3017 東洋アルミニウム労働組合 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4021 東洋アルミ興産株式会社 5 47 10.6 0 0 0 0 5 100 0 0

5031 東洋アルミエコープロダクツ㈱　滋賀工場 1 47 2.1 0 0 0 0 1 100 0 0

6041 東海東洋アルミ販売株式会社 2 23 8.7 0 0 0 0 2 100 0 0

7021 東洋アルミ興産株式会社　河南工場 0 19 0 0 0 0 0 0 0 0 0

7052 東洋アルミニウム株式会社　横浜 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0

7053 東洋アルミニウム株式会社　蒲原製造所 5 59 8.5 0 0 0 0 5 100 0 0

7054 東洋アルミニウム株式会社　茅ヶ崎工場 3 63 4.8 0 0 0 0 3 100 0 0

7055 東洋アルミニウム株式会社　湘南矢畑工場 0 28 0 0 0 0 0 0 0 0 0

20072 東洋アルミニウム株式会社　湘南矢畑工場（旧ＴＴＦ） 2 32 6.3 0 0 0 0 2 100 0 0

60033 東洋アルミニウム株式会社　千葉製造所 8 115 7 0 0 0 0 8 100 0 0

99081 任意継続 3 29 10.3 0 0 0 0 3 100 0 0
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2022年度　40歳以上血糖

事業所

コード

_M

事業所
該当者

数

受診者

数
割合

積極的支

援人数

積極的支援

割合

動機付け

支援人数

動機付け支

援割合

情報提

供人数

情報提供

割合

判定不能

人数

判定不能

割合

1010 東洋アルミニウム株式会社　役員 4 18 22.2 0 0 0 0 4 100 0 0

1011 東洋アルミニウム株式会社　八尾製造所 19 242 7.9 0 0 0 0 19 100 0 0

1012 東洋アルミニウム株式会社　新庄製造所 8 168 4.8 0 0 0 0 8 100 0 0

1013 東洋アルミニウム株式会社　群馬工場 10 123 8.1 0 0 0 0 10 100 0 0

1014 東洋アルミニウム株式会社　日野製造所 2 72 2.8 0 0 0 0 2 100 0 0

1015 東洋アルミニウム株式会社　本社 5 138 3.6 0 0 0 0 5 100 0 0

1016 東洋アルミニウム株式会社　東京本社 1 37 2.7 0 0 0 0 1 100 0 0

1017 ＴＥＰ大阪（旧ＴＦＰ） 3 47 6.4 0 0 0 0 3 100 0 0

1018 ＴＥＰ東京（旧ＴＦＰ） 2 28 7.1 0 0 0 0 2 100 0 0

1021 ＴＥＰ滋賀（旧東洋エコー） 1 3 33.3 0 0 0 0 1 100 0 0

1022 東洋アルミニウム株式会社　御所工場 2 37 5.4 0 0 0 0 2 100 0 0

1023 東洋アルミニウム株式会社　平野工場 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3017 東洋アルミニウム労働組合 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4021 東洋アルミ興産株式会社 5 47 10.6 0 0 0 0 5 100 0 0

5031 東洋アルミエコープロダクツ㈱　滋賀工場 1 47 2.1 0 0 0 0 1 100 0 0

6041 東海東洋アルミ販売株式会社 2 23 8.7 0 0 0 0 2 100 0 0

7021 東洋アルミ興産株式会社　河南工場 0 19 0 0 0 0 0 0 0 0 0

7052 東洋アルミニウム株式会社　横浜 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0

7053 東洋アルミニウム株式会社　蒲原製造所 5 59 8.5 0 0 0 0 5 100 0 0

7054 東洋アルミニウム株式会社　茅ヶ崎工場 3 63 4.8 0 0 0 0 3 100 0 0

7055 東洋アルミニウム株式会社　湘南矢畑工場 0 28 0 0 0 0 0 0 0 0 0

20072 東洋アルミニウム株式会社　湘南矢畑工場（旧ＴＴＦ） 2 32 6.3 0 0 0 0 2 100 0 0

60033 東洋アルミニウム株式会社　千葉製造所 8 115 7 0 0 0 0 8 100 0 0

99081 任意継続 3 29 10.3 0 0 0 0 3 100 0 0
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2022年度　40歳以上脂質

事業所

コード

_M

事業所 該当者数 受診者数 割合

積極的

支援人

数

積極的

支援割

合

動機付け

支援人数

動機付け

支援割合

情報提

供人数

情報提供

割合

判定不

能人数

判定不能

割合

1010 東洋アルミニウム株式会社　役員 9 18 50 0 0 0 0 9 100 0 0

1011 東洋アルミニウム株式会社　八尾製造所 33 242 13.6 0 0 0 0 33 100 0 0

1012 東洋アルミニウム株式会社　新庄製造所 31 168 18.5 0 0 0 0 31 100 0 0

1013 東洋アルミニウム株式会社　群馬工場 14 123 11.4 0 0 0 0 14 100 0 0

1014 東洋アルミニウム株式会社　日野製造所 8 72 11.1 0 0 0 0 8 100 0 0

1015 東洋アルミニウム株式会社　本社 11 138 8 0 0 0 0 11 100 0 0

1016 東洋アルミニウム株式会社　東京本社 3 37 8.1 0 0 0 0 3 100 0 0

1017 ＴＥＰ大阪（旧ＴＦＰ） 0 47 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1018 ＴＥＰ東京（旧ＴＦＰ） 3 28 10.7 0 0 0 0 3 100 0 0

1021 ＴＥＰ滋賀（旧東洋エコー） 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1022 東洋アルミニウム株式会社　御所工場 10 37 27 0 0 0 0 10 100 0 0

1023 東洋アルミニウム株式会社　平野工場 2 2 100 0 0 0 0 2 100 0 0

3017 東洋アルミニウム労働組合 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4021 東洋アルミ興産株式会社 14 47 29.8 0 0 0 0 14 100 0 0

5031 東洋アルミエコープロダクツ㈱　滋賀工場 3 47 6.4 0 0 0 0 3 100 0 0

6041 東海東洋アルミ販売株式会社 6 23 26.1 0 0 0 0 6 100 0 0

7021 東洋アルミ興産株式会社　河南工場 3 19 15.8 0 0 0 0 3 100 0 0

7052 東洋アルミニウム株式会社　横浜 2 7 28.6 0 0 0 0 2 100 0 0

7053 東洋アルミニウム株式会社　蒲原製造所 13 59 22 0 0 0 0 13 100 0 0

7054 東洋アルミニウム株式会社　茅ヶ崎工場 5 63 7.9 0 0 0 0 5 100 0 0

7055 東洋アルミニウム株式会社　湘南矢畑工場 4 28 14.3 0 0 0 0 4 100 0 0

20072 東洋アルミニウム株式会社　湘南矢畑工場（旧ＴＴＦ） 7 32 21.9 0 0 0 0 7 100 0 0

60033 東洋アルミニウム株式会社　千葉製造所 9 115 7.8 0 0 0 0 9 100 0 0

99081 任意継続 11 29 37.9 0 0 1 9.1 10 90.9 0 0
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2022年度　40歳以上血圧

事業所

コード

_M

事業所
該当

者数

受診者

数
割合

積極的

支援人

数

積極的支

援割合

動機付け

支援人数

動機付

け支援

割合

情報提

供人数

情報

提供

割合

判定

不能

人数

判定不

能割合

1010 東洋アルミニウム株式会社　役員 10 18 55.6 0 0 0 0 10 100 0 0

1011 東洋アルミニウム株式会社　八尾製造所 42 242 17.4 0 0 0 0 42 100 0 0

1012 東洋アルミニウム株式会社　新庄製造所 33 168 19.6 0 0 0 0 33 100 0 0

1013 東洋アルミニウム株式会社　群馬工場 27 123 22 0 0 0 0 27 100 0 0

1014 東洋アルミニウム株式会社　日野製造所 7 72 9.7 0 0 0 0 7 100 0 0

1015 東洋アルミニウム株式会社　本社 20 138 14.5 0 0 0 0 20 100 0 0

1016 東洋アルミニウム株式会社　東京本社 6 37 16.2 0 0 0 0 6 100 0 0

1017 ＴＥＰ大阪（旧ＴＦＰ） 5 47 10.6 0 0 0 0 5 100 0 0

1018 ＴＥＰ東京（旧ＴＦＰ） 6 28 21.4 0 0 0 0 6 100 0 0

1021 ＴＥＰ滋賀（旧東洋エコー） 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1022 東洋アルミニウム株式会社　御所工場 10 37 27 0 0 0 0 10 100 0 0

1023 東洋アルミニウム株式会社　平野工場 1 2 50 0 0 0 0 1 100 0 0

3017 東洋アルミニウム労働組合 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4021 東洋アルミ興産株式会社 9 47 19.1 0 0 0 0 9 100 0 0

5031 東洋アルミエコープロダクツ㈱　滋賀工場 7 47 14.9 0 0 0 0 7 100 0 0

6041 東海東洋アルミ販売株式会社 5 23 21.7 0 0 0 0 5 100 0 0

7021 東洋アルミ興産株式会社　河南工場 2 19 10.5 0 0 0 0 2 100 0 0

7052 東洋アルミニウム株式会社　横浜 2 7 28.6 0 0 0 0 2 100 0 0

7053 東洋アルミニウム株式会社　蒲原製造所 17 59 28.8 0 0 0 0 17 100 0 0

7054 東洋アルミニウム株式会社　茅ヶ崎工場 13 63 20.6 0 0 0 0 13 100 0 0

7055 東洋アルミニウム株式会社　湘南矢畑工場 4 28 14.3 0 0 0 0 4 100 0 0

20072 東洋アルミニウム株式会社　湘南矢畑工場（旧ＴＴＦ） 6 32 18.8 0 0 0 0 6 100 0 0

60033 東洋アルミニウム株式会社　千葉製造所 26 115 22.6 0 0 0 0 26 100 0 0

99081 任意継続 14 29 48.3 0 0 1 7.1 13 92.9 0 0
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八尾製造所分析
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八尾製造所分析

17



18



19



20



八尾製造所分析

→生活習慣病の増加や高齢化の課題が生じるリスクあり

年齢構成と肥満率
・従業員の7割が40代以上（2023年3月時点）
一般的に年齢が高くなるほど、有所見者率は高くなる傾向が見られる。
・肥満は生活習慣病のリスクである。

直近3年の肥満率
2021年 ２１％ 2022年 ２４％ 2023年 ２５.５%
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年度 令０４

今年度 昨年度 増減 今年度 昨年度 増減 今年度 昨年度 増減

1 特定健康診査対象者数 （人） 1,103 1,093 -10 743 755 12 1,846 1,848 2

2 特定健康診査の対象となる被扶養者の数 （人） 16 21 5 564 582 18 580 603 23

3 ２のうち、特定健康診査受診券を配布した者の数 （人） 16 21 5 564 582 18 580 603 23

4 特定健康診査受診者数 （人） 970 961 -9 355 348 -7 1,325 1,309 -16

5 健診受診率 （％） 87.9 87.9 0.0 47.8 46.1 -1.7 71.8 70.8 -1.0

6 評価対象者数 （人） 971 963 -8 355 349 -6 1,326 1,312 -14

7 内臓脂肪症候群該当者数 （人） 222 223 1 22 18 -4 244 241 -3

8 内臓脂肪症候群該当者割合 （％） 22.9 23.2 0.3 6.2 5.2 -1.0 18.4 18.4 0.0

9 内臓脂肪症候群予備群者数 （人） 166 172 6 18 18 0 184 190 6

10 内臓脂肪症候群予備群者割合 （％） 17.1 17.9 0.8 5.1 5.2 0.1 13.9 14.5 0.6

11 高血圧症の治療に係る薬剤を服用している者の数 （人） 212 202 -10 49 45 -4 261 247 -14

12 高血圧症の治療に係る薬剤を服用している者の割合 （％） 21.8 21.0 -0.8 13.8 12.9 -0.9 19.7 18.8 -0.9

13 脂質異常症の治療に係る薬剤を服用している者の数 （人） 148 154 6 49 41 -8 197 195 -2

14 脂質異常症の治療に係る薬剤を服用している者の割合 （％） 15.2 16.0 0.8 13.8 11.7 -2.1 14.9 14.9 0.0

15 糖尿病の治療に係る薬剤を服用している者の数 （人） 76 69 -7 7 5 -2 83 74 -9

16 糖尿病の治療に係る薬剤を服用している者の割合 （％） 7.8 7.2 -0.6 2.0 1.4 -0.6 6.3 5.6 -0.7

17 昨年度の内臓脂肪症候群該当者の数 （人） 219 206 -13 17 21 4 236 227 -9

18 17のうち、今年度の内臓脂肪症候群予備群の数 （人） 32 23 -9 1 4 3 33 27 -6

19 17のうち、今年度の内臓脂肪症候群予備群の割合 （％） 14.6 11.2 -3.4 5.9 19.0 13.1 14.0 11.9 -2.1

20
17のうち、今年度の内臓脂肪症候群該当者・予備群ではなく

なった者の数
（人） 17 17 0 2 4 2 19 21 2

21
17のうち、今年度の内臓脂肪症候群該当者・予備群ではなく

なった者の割合
（％） 7.8 8.3 0.5 11.8 19.0 7.2 8.1 9.3 1.2

22 内臓脂肪症候群該当者の減少率 （％） 22.4 19.4 -3.0 17.6 38.1 20.5 22.0 21.1 -0.9

23 昨年度の内臓脂肪症候群予備群の数 （人） 163 175 12 17 22 5 180 197 17

24
２３のうち、今年度の内臓脂肪症候群該当者・予備群ではな

くなった者の数
（人） 44 39 -5 6 11 5 50 50 0

25
２３のうち、今年度の内臓脂肪症候群該当者・予備群ではな

くなった者の割合
（％） 27.0 22.3 -4.7 35.3 50.0 14.7 27.8 25.4 -2.4

26 昨年度の特定保健指導の対象者数 （人） 213 203 -10 27 29 2 240 232 -8

27
２６のうち、今年度は特定保健指導の対象ではなくなった者

の数
（人） 49 39 -10 7 7 0 56 46 -10

28 特定保健指導対象者の減少率 （％） 23.0 19.2 -3.8 25.9 24.1 -1.8 23.3 19.8 -3.5

29 昨年度の特定保健指導の利用者数 （人） 68 84 16 3 4 1 71 88 17

30
２９のうち、今年度は特定保健指導の対象ではなくなった者

の数
（人） 19 19 0 0 1 1 19 20 1

31 特定保健指導による特定保健指導対象者の減少率 （％） 27.9 22.6 -5.3 0.0 25.0 25.0 26.8 22.7 -4.1

32 特定保健指導（積極的支援レベル）の対象者数 （人） 133 157 24 9 8 -1 142 165 23

33 特定保健指導（積極的支援レベル）の対象者の割合 （％） 13.7 16.3 2.6 2.5 2.3 -0.2 10.7 12.6 1.9

34
服薬中のため特定保健指導（積極的支援レベル）の対象者か

ら除外した者の数
（人） 179 176 -3 19 15 -4 198 191 -7

35 特定保健指導（積極的支援）の利用者数 （人） 54 51 -3 1 1 0 55 52 -3

36 特定保健指導（動機づけ支援相当）の利用者数 （人） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

37 特定保健指導（モデル実施）の利用者数 （人） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

38 特定保健指導（積極的支援レベル）の利用者の割合 （％） 40.6 32.5 -8.1 11.1 12.5 1.4 38.7 31.5 -7.2

39 特定保健指導（積極的支援）の終了者数 （人） 45 76 31 1 3 2 46 79 33

40 特定保健指導（動機づけ支援相当）の終了者数 （人） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

41 特定保健指導（モデル実施）の終了者数 （人） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

42 特定保健指導（積極的支援レベル）の終了者の割合 （％） 33.8 48.4 14.6 11.1 37.5 26.4 32.4 47.9 15.5

43 特定保健指導（動機づけ支援レベル）の対象者数 （人） 76 63 -13 18 19 1 94 82 -12

44 特定保健指導（動機づけ支援レベル）の対象者の割合 （％） 7.8 6.5 -1.3 5.1 5.4 0.3 7.1 6.3 -0.8

45
服薬中のため特定保健指導（動機づけ支援レベル）の対象者

から除外した者の数
（人） 43 40 -3 11 11 0 54 51 -3

46 特定保健指導（動機づけ支援）の利用者数 （人） 29 20 -9 3 2 -1 32 22 -10

47 特定保健指導（動機づけ支援レベル）の利用者の割合 （％） 38.2 31.7 -6.5 16.7 10.5 -6.2 34.0 26.8 -7.2

48 特定保健指導（動機づけ支援）の終了者数 （人） 18 41 23 1 2 1 19 43 24

49 特定保健指導（動機づけ支援レベル）の終了者の割合 （％） 23.7 65.1 41.4 5.6 10.5 4.9 20.2 52.4 32.2

50 特定保健指導の対象者数（小計） （人） 209 220 11 27 27 0 236 247 11

51 特定保健指導の終了者数（小計） （人） 63 117 54 2 5 3 65 122 57

52 特定保健指導の終了者（小計）の割合 （％） 30.1 53.2 23.1 7.4 18.5 11.1 27.5 49.4 21.9

No 集計事項
男性 女性 計

特定保健指導

に関する事項

全体的事項

内臓脂肪症候

群に関する事

項

服薬中の者に

関する事項

内臓脂肪症候

群該当者の減

少率に関する

事項

内臓脂肪症候

群予備群の減

少率に関する

事項

保健指導対象

者の減少率に

関する事項

特 定 健 診 等 の 実 施 状 況 集 計 表
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年度 令０４

今年度 昨年度 増減 今年度 昨年度 増減 今年度 昨年度 増減

1 特定健康診査対象者数 （人） 1,103 1,093 -10 743 755 12 1,846 1,848 2

2 特定健康診査の対象となる被扶養者の数 （人） 16 21 5 564 582 18 580 603 23

3 ２のうち、特定健康診査受診券を配布した者の数 （人） 16 21 5 564 582 18 580 603 23

4 特定健康診査受診者数 （人） 970 961 -9 355 348 -7 1,325 1,309 -16

5 健診受診率 （％） 87.9 87.9 0.0 47.8 46.1 -1.7 71.8 70.8 -1.0

6 評価対象者数 （人） 971 963 -8 355 349 -6 1,326 1,312 -14

7 内臓脂肪症候群該当者数 （人） 222 223 1 22 18 -4 244 241 -3

8 内臓脂肪症候群該当者割合 （％） 22.9 23.2 0.3 6.2 5.2 -1.0 18.4 18.4 0.0

9 内臓脂肪症候群予備群者数 （人） 166 172 6 18 18 0 184 190 6

10 内臓脂肪症候群予備群者割合 （％） 17.1 17.9 0.8 5.1 5.2 0.1 13.9 14.5 0.6

11 高血圧症の治療に係る薬剤を服用している者の数 （人） 212 202 -10 49 45 -4 261 247 -14

12 高血圧症の治療に係る薬剤を服用している者の割合 （％） 21.8 21.0 -0.8 13.8 12.9 -0.9 19.7 18.8 -0.9

13 脂質異常症の治療に係る薬剤を服用している者の数 （人） 148 154 6 49 41 -8 197 195 -2

14 脂質異常症の治療に係る薬剤を服用している者の割合 （％） 15.2 16.0 0.8 13.8 11.7 -2.1 14.9 14.9 0.0

15 糖尿病の治療に係る薬剤を服用している者の数 （人） 76 69 -7 7 5 -2 83 74 -9

16 糖尿病の治療に係る薬剤を服用している者の割合 （％） 7.8 7.2 -0.6 2.0 1.4 -0.6 6.3 5.6 -0.7

17 昨年度の内臓脂肪症候群該当者の数 （人） 219 206 -13 17 21 4 236 227 -9

18 17のうち、今年度の内臓脂肪症候群予備群の数 （人） 32 23 -9 1 4 3 33 27 -6

19 17のうち、今年度の内臓脂肪症候群予備群の割合 （％） 14.6 11.2 -3.4 5.9 19.0 13.1 14.0 11.9 -2.1

20
17のうち、今年度の内臓脂肪症候群該当者・予備群ではなく

なった者の数
（人） 17 17 0 2 4 2 19 21 2

21
17のうち、今年度の内臓脂肪症候群該当者・予備群ではなく

なった者の割合
（％） 7.8 8.3 0.5 11.8 19.0 7.2 8.1 9.3 1.2

22 内臓脂肪症候群該当者の減少率 （％） 22.4 19.4 -3.0 17.6 38.1 20.5 22.0 21.1 -0.9

23 昨年度の内臓脂肪症候群予備群の数 （人） 163 175 12 17 22 5 180 197 17

24
２３のうち、今年度の内臓脂肪症候群該当者・予備群ではな

くなった者の数
（人） 44 39 -5 6 11 5 50 50 0

25
２３のうち、今年度の内臓脂肪症候群該当者・予備群ではな

くなった者の割合
（％） 27.0 22.3 -4.7 35.3 50.0 14.7 27.8 25.4 -2.4

26 昨年度の特定保健指導の対象者数 （人） 213 203 -10 27 29 2 240 232 -8

27
２６のうち、今年度は特定保健指導の対象ではなくなった者

の数
（人） 49 39 -10 7 7 0 56 46 -10

28 特定保健指導対象者の減少率 （％） 23.0 19.2 -3.8 25.9 24.1 -1.8 23.3 19.8 -3.5

29 昨年度の特定保健指導の利用者数 （人） 68 84 16 3 4 1 71 88 17

30
２９のうち、今年度は特定保健指導の対象ではなくなった者

の数
（人） 19 19 0 0 1 1 19 20 1

31 特定保健指導による特定保健指導対象者の減少率 （％） 27.9 22.6 -5.3 0.0 25.0 25.0 26.8 22.7 -4.1

32 特定保健指導（積極的支援レベル）の対象者数 （人） 133 157 24 9 8 -1 142 165 23

33 特定保健指導（積極的支援レベル）の対象者の割合 （％） 13.7 16.3 2.6 2.5 2.3 -0.2 10.7 12.6 1.9

34
服薬中のため特定保健指導（積極的支援レベル）の対象者か

ら除外した者の数
（人） 179 176 -3 19 15 -4 198 191 -7

35 特定保健指導（積極的支援）の利用者数 （人） 54 51 -3 1 1 0 55 52 -3

36 特定保健指導（動機づけ支援相当）の利用者数 （人） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

37 特定保健指導（モデル実施）の利用者数 （人） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

38 特定保健指導（積極的支援レベル）の利用者の割合 （％） 40.6 32.5 -8.1 11.1 12.5 1.4 38.7 31.5 -7.2

39 特定保健指導（積極的支援）の終了者数 （人） 45 76 31 1 3 2 46 79 33

40 特定保健指導（動機づけ支援相当）の終了者数 （人） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

41 特定保健指導（モデル実施）の終了者数 （人） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

42 特定保健指導（積極的支援レベル）の終了者の割合 （％） 33.8 48.4 14.6 11.1 37.5 26.4 32.4 47.9 15.5

43 特定保健指導（動機づけ支援レベル）の対象者数 （人） 76 63 -13 18 19 1 94 82 -12

44 特定保健指導（動機づけ支援レベル）の対象者の割合 （％） 7.8 6.5 -1.3 5.1 5.4 0.3 7.1 6.3 -0.8

45
服薬中のため特定保健指導（動機づけ支援レベル）の対象者

から除外した者の数
（人） 43 40 -3 11 11 0 54 51 -3

46 特定保健指導（動機づけ支援）の利用者数 （人） 29 20 -9 3 2 -1 32 22 -10

47 特定保健指導（動機づけ支援レベル）の利用者の割合 （％） 38.2 31.7 -6.5 16.7 10.5 -6.2 34.0 26.8 -7.2

48 特定保健指導（動機づけ支援）の終了者数 （人） 18 41 23 1 2 1 19 43 24

49 特定保健指導（動機づけ支援レベル）の終了者の割合 （％） 23.7 65.1 41.4 5.6 10.5 4.9 20.2 52.4 32.2

50 特定保健指導の対象者数（小計） （人） 209 220 11 27 27 0 236 247 11

51 特定保健指導の終了者数（小計） （人） 63 117 54 2 5 3 65 122 57

52 特定保健指導の終了者（小計）の割合 （％） 30.1 53.2 23.1 7.4 18.5 11.1 27.5 49.4 21.9

No 集計事項
男性 女性 計

特定保健指導

に関する事項

全体的事項

内臓脂肪症候

群に関する事

項

服薬中の者に

関する事項

内臓脂肪症候

群該当者の減

少率に関する

事項

内臓脂肪症候

群予備群の減

少率に関する

事項

保健指導対象

者の減少率に

関する事項

特 定 健 診 等 の 実 施 状 況 集 計 表
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2022年　被保険者全員　喫煙

事業所

コード

_M

事業所 該当者数 受診者数 割合
積極的支援

人数

積極的支援

割合

動機付け支

援人数

動機付け

支援割合

情報提

供人数

情報提

供割合

判定不

能人数

判定

不能

割合

1010 東洋アルミニウム株式会社　役員 3 18 16.7 0 0 0 0 3 100 0 0

1011 東洋アルミニウム株式会社　八尾製造所 102 325 31.4 12 11.8 1 1 89 87.3 0 0

1012 東洋アルミニウム株式会社　新庄製造所 78 229 34.1 15 19.2 1 1.3 62 79.5 0 0

1013 東洋アルミニウム株式会社　群馬工場 82 200 41 21 25.6 3 3.7 58 70.7 0 0

1014 東洋アルミニウム株式会社　日野製造所 42 116 36.2 12 28.6 1 2.4 29 69 0 0

1015 東洋アルミニウム株式会社　本社 29 199 14.6 7 24.1 0 0 22 75.9 0 0

1016 東洋アルミニウム株式会社　東京本社 9 59 15.3 1 11.1 0 0 8 88.9 0 0

1017 ＴＥＰ大阪（旧ＴＦＰ） 16 70 22.9 4 25 0 0 12 75 0 0

1018 ＴＥＰ東京（旧ＴＦＰ） 11 43 25.6 4 36.4 0 0 7 63.6 0 0

1021 ＴＥＰ滋賀（旧東洋エコー） 1 3 33.3 0 0 0 0 1 100 0 0

1022 東洋アルミニウム株式会社　御所工場 17 44 38.6 5 29.4 0 0 12 70.6 0 0

1023 東洋アルミニウム株式会社　平野工場 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3017 東洋アルミニウム労働組合 3 5 60 1 33.3 0 0 2 66.7 0 0

4021 東洋アルミ興産株式会社 19 60 31.7 3 15.8 0 0 16 84.2 0 0

5031 東洋アルミエコープロダクツ㈱　滋賀工場 15 61 24.6 4 26.7 0 0 11 73.3 0 0

6041 東海東洋アルミ販売株式会社 6 33 18.2 1 16.7 0 0 5 83.3 0 0

7021 東洋アルミ興産株式会社　河南工場 7 23 30.4 2 28.6 0 0 5 71.4 0 0

7052 東洋アルミニウム株式会社　横浜 2 14 14.3 2 100 0 0 0 0 0 0

7053 東洋アルミニウム株式会社　蒲原製造所 43 126 34.1 6 14 0 0 37 86 0 0

7054 東洋アルミニウム株式会社　茅ヶ崎工場 36 96 37.5 7 19.4 0 0 29 80.6 0 0

7055 東洋アルミニウム株式会社　湘南矢畑工場 14 41 34.1 1 7.1 1 7.1 12 85.7 0 0

20072 東洋アルミニウム株式会社　湘南矢畑工場（旧ＴＴＦ） 15 35 42.9 4 26.7 0 0 11 73.3 0 0

60033 東洋アルミニウム株式会社　千葉製造所 58 159 36.5 23 39.7 0 0 35 60.3 0 0

99081 任意継続 5 30 16.7 0 0 0 0 5 100 0 0
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2022年度　年齢別喫煙

年齢階層
該当

者数

受診

者数
割合

積極的

支援人

数

積極的支

援割合

動機付け

支援人数

動機付

け支援

割合

情報提

供人数

情報提

供割合

判定不

能人数

判定不

能割合

０～４歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５～９歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１０～１４歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１５～１９歳 0 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２０～２４歳 26 81 32.1 4 15.4 0 0 22 84.6 0 0

２５～２９歳 34 112 30.4 4 11.8 2 5.9 28 82.4 0 0

３０～３４歳 62 184 33.7 18 29 1 1.6 43 69.4 0 0

３５～３９歳 79 215 36.7 20 25.3 0 0 59 74.7 0 0

４０～４４歳 99 319 31 24 24.2 0 0 75 75.8 0 0

４５～４９歳 92 281 32.7 27 29.3 0 0 65 70.7 0 0

５０～５４歳 68 235 28.9 15 22.1 1 1.5 52 76.5 0 0

５５～５９歳 83 267 31.1 16 19.3 0 0 67 80.7 0 0

６０～６４歳 59 217 27.2 7 11.9 0 0 52 88.1 0 0

６５～６９歳 6 52 11.5 0 0 3 50 3 50 0 0

７０～７４歳 5 17 29.4 0 0 0 0 5 100 0 0

７５～７９歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0

８０～８４歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0

８５～８９歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９０～９４歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９５～９９歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１００歳以上 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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13,495,430 

14,898,250 

17,078,500 

18,058,470 18,129,810 
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歯科治療費の推移 １８歳以下

36,912,450 

34,876,240 

38,647,550 

41,136,460 

38,431,370 

31,000,000

32,000,000

33,000,000

34,000,000

35,000,000

36,000,000

37,000,000

38,000,000

39,000,000

40,000,000
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36,535,480 37,367,370 

40,677,130 
42,659,580 

44,757,970 
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66,000,000

68,000,000
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72,000,000

74,000,000

76,000,000

78,000,000

80,000,000

82,000,000

84,000,000

86,000,000
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歯科治療費の推移 全体
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後発医薬品

置換率推移

先発医薬品

（数量）

後発医薬品

（数量）
数量　計

後発医薬品

数量比率

2014年度 444,062 444,924 888,986 50.0%

2015年度 442,385 456,410 898,795 50.8%

2016年度 380,172 510,602 890,774 57.3%

2017年度 372,769 542,303 915,072 59.3%

2021年度 321,964 753,158 1,075,122 70.1%

2022年度 330,553 779,467 1,110,020 70.2%

50.0% 50.8%

57.3%
59.3%

70.1% 70.2%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%
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80.0%
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200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2021年度 2022年度

後発医薬品置換率推移（数量）

先発医薬品（数量） 後発医薬品（数量） 後発医薬品 数量比率
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後発医薬品

置換率推移

先発医薬品

（数量）

後発医薬品

（数量）
数量　計

後発医薬品

数量比率

2014年度 444,062 444,924 888,986 50.0%

2015年度 442,385 456,410 898,795 50.8%

2016年度 380,172 510,602 890,774 57.3%

2017年度 372,769 542,303 915,072 59.3%

2021年度 321,964 753,158 1,075,122 70.1%

2022年度 330,553 779,467 1,110,020 70.2%

50.0% 50.8%

57.3%
59.3%

70.1% 70.2%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%
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800,000
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1,200,000

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2021年度 2022年度

後発医薬品置換率推移（数量）

先発医薬品（数量） 後発医薬品（数量） 後発医薬品 数量比率

後発医薬品

置換率推移

先発医薬品

（金額）

後発医薬品

（金額）
金額　計

後発医薬品

金額比率

2014年度 22,644,750 8,898,190 31,542,940 28.2%

2015年度 20,070,710 10,087,060 30,157,770 33.4%

2016年度 19,231,690 9,964,220 29,195,910 34.1%

2017年度 19,427,790 15,528,000 34,955,790 44.4%

2021年度 13,288,240 17,857,620 31,145,860 57.3%

2022年度 12,233,840 21,815,220 34,049,060 64.1%

28.2%

33.4% 34.1%

44.4%

57.3%

64.1%
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先発医薬品（金額） 後発医薬品（金額） 後発医薬品 金額比率
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STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1
・事業所別に健康診断結果の傾向を把握し、それぞれの事業所の傾向に合致
した対策を打つ必要がある。
・一部の事業所で、40歳未満の健康状態が極めて悪い。
・管理職層の健康状態が悪く、この層の意識改革が進まないとその下の層に
健康改善意識が波及しない。

 ・特定保健指導の対象者完全実施により、各事業所の意識の刷新を図る
。
・40歳未満の特定保健指導該当相当者への医療職との面接・生活習慣改
善指導実施。
・特定保健指導の無料実施券の配布



2
・喫煙率が全国平均に比べて高い。
・50代の喫煙率が特に高く、この年代の健康意識、喫煙リスクの認識の低さ
が伺える。

 ・外部業者による禁煙プログラムを実施。

3 ・１８歳未満で歯科治療費が増加傾向にある。  ・ファミリー歯科健診の実施。

4 ・後発医薬品への置換は着実に進んでいるが、家族/本人、年齢層、事業所
別に分析すると置換のテンポに差が見受けられる。  ・パンフレットの配付、置換促進通知の発送による対象者への啓発

基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 ・拠点数が多く、また、その拠点に診療所が設置され、医療職が配置されている。事業主の
方針に拠るが、当組合の規模ではあまり見られない施策である。  ・各拠点の医療職の活動を活性化することを健康管理諸施策実行の基本的な眼目とする

。

保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 保健事業の積極的な予算を組んでいるが、実績として使い切れていない。
特に被扶養者の特定健診については、実施率が悪い。  被扶養者の特定健診受診率を上げる施策を検討する。

ア，イ

ウ

エ
オ
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STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧
職場環境の整備
　特定健康診査事業 　特定保健指導
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　後発医薬品置換推進
個別の事業
　疾病予防 　被扶養者歯科健診
　疾病予防 　禁煙プログラムの実施
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的
・各事業所の健康管理スタッフ・医療職による自立した健康管理活動の定着
・生活習慣病リスク者の低減
・健康意識（特に管理職層）の増進

事業全体の目標
・事業所別の健康改善テーマの設定・改善活動の実施
・特定保健指導実施率向上、40歳未満特定保健指導該当相当者への生活習慣指導。
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職場環境の整備
3,200 - - - - -

特
定
健
康
診
査
事
業

4

既
存(

法
定)

特定保健指導 全て 男女

40
〜（

上
限
な
し）

被保険
者,被扶

養者
２ オ,ク,コ

医療職面談により、特定
保健指導の実施を強く要
請。（基本的に対象者は
全員参加とする。）

イ,ウ -
・全事業所での医療スタ
ッフによる面談と特定保
健指導受診勧奨

・全事業所での医療スタ
ッフによる面談と特定保
健指導受診勧奨

・全事業所での医療スタ
ッフによる面談と特定保
健指導受診勧奨

・全事業所での医療スタ
ッフによる面談と特定保
健指導受診勧奨

・全事業所での医療スタ
ッフによる面談と特定保
健指導受診勧奨

・全事業所での医療スタ
ッフによる面談と特定保
健指導受診勧奨

・特定保健指導実施率90％以上

・事業所別に健康診断結果の傾向
を把握し、それぞれの事業所の傾
向に合致した対策を打つ必要があ
る。
・一部の事業所で、40歳未満の健
康状態が極めて悪い。
・管理職層の健康状態が悪く、こ
の層の意識改革が進まないとその
下の層に健康改善意識が波及しな
い。

特定保健指導実施率(【実績値】80％　【目標値】令和6年度：85％　令和7年度：90％　令和8年度：90％　令和9年度：95％　令和10年度：95％　令和11年度：1
00％)-

・医療費の削減が最終的なアウトカムとなるが、特定保健指導との関連が必ずしも明確ではない。
(アウトカムは設定されていません)

加入者への意識づけ
200 - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

2 既
存

後発医薬品置
換推進 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ク,ス

後発医薬品の置換率の低
い事業所・年齢層にター
ゲットを絞ったパンフレ
ット配付、置換促進通知
の発行。

シ -

後発医薬品置換促進関連
のパンフレット配付（事
業所・年齢層・対象疾病
等を抽出し、効果的なパ
ンフレットを選定もしく
は作成）
置換促進通知の発出

後発医薬品置換促進関連
のパンフレット配付（事
業所・年齢層・対象疾病
等を抽出し、効果的なパ
ンフレットを選定もしく
は作成）
置換促進通知の発出

後発医薬品置換促進関連
のパンフレット配付（事
業所・年齢層・対象疾病
等を抽出し、効果的なパ
ンフレットを選定もしく
は作成）
置換促進通知の発出

後発医薬品置換促進関連
のパンフレット配付（事
業所・年齢層・対象疾病
等を抽出し、効果的なパ
ンフレットを選定もしく
は作成）
置換促進通知の発出

後発医薬品置換促進関連
のパンフレット配付（事
業所・年齢層・対象疾病
等を抽出し、効果的なパ
ンフレットを選定もしく
は作成）
置換促進通知の発出

後発医薬品置換促進関連
のパンフレット配付（事
業所・年齢層・対象疾病
等を抽出し、効果的なパ
ンフレットを選定もしく
は作成）
置換促進通知の発出

後発医薬品置換の促進
・後発医薬品への置換は着実に進
んでいるが、家族/本人、年齢層、
事業所別に分析すると置換のテン
ポに差が見受けられる。

後発医薬品促進通知発信数(【実績値】53件　【目標値】令和6年度：60件　令和7年度：70件　令和8年度：80件　令和9年度：90件　令和10年度：95件　令和11
年度：100件)- 後発医薬品置換率(【実績値】59％　【目標値】令和6年度：61％　令和7年度：63％　令和8年度：65％　令和9年度：67％　令和10年度：69％　令和11年度：70％)-

個別の事業
1,710 - - - - -

疾
病
予
防

3 既
存

被扶養者歯科
健診

一部の
事業所 男女

4
〜（

上
限
な
し）

被扶養
者 １ ウ

・17の健康保険組合（当
健保組合を含む。）で実
施されているファミリー
歯科健診事業への参加。

ウ

・17の健康保険組合（当
健保組合を含む。）で実
施されているファミリー
歯科健診事業への参加。
（日本歯科衛生協会主催
）

年２回のファミリー歯科
健診の実施

年２回のファミリー歯科
健診の実施

年２回のファミリー歯科
健診の実施

年２回のファミリー歯科
健診の実施

年２回のファミリー歯科
健診の実施

年２回のファミリー歯科
健診の実施

・被扶養者の歯科健診実施率を60％以上と
する。

・１８歳未満で歯科治療費が増加
傾向にある。

被扶養者歯科健診実施率(【実績値】1.4％　【目標値】令和6年度：2％　令和7年度：5％　令和8年度：7％　令和9年度：10％　令和10年度：15％　令和11年度：
20％)3ヶ月以内に歯科治療をした者は健診を実施したものと見做す。

一人当たり被扶養者歯科治療費の減(【実績値】24,731円　【目標値】令和6年度：25,000円　令和7年度：25,000円　令和8年度：20,000円　令和9年度：20,000円　令和10年度：18,000円　令和11年度：15,000
円)被扶養者歯科健診事業の実施により、う蝕等の発生抑制と、軽度での受診を実現する。

3,600 - - - - -

5 既
存

禁煙プログラ
ムの実施 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 ３ ス リンケージの禁煙プログ

ラムを実施。 ア -
リンケージの禁煙プログ
ラムを実施。禁煙成功者
は全額健保補助。途中リ
タイア者は一割負担。

リンケージの禁煙プログ
ラムを実施。禁煙成功者
は全額健保補助。途中リ
タイア者は一割負担。

リンケージの禁煙プログ
ラムを実施。禁煙成功者
は全額健保補助。途中リ
タイア者は一割負担。

リンケージの禁煙プログ
ラムを実施。禁煙成功者
は全額健保補助。途中リ
タイア者は一割負担。

リンケージの禁煙プログ
ラムを実施。禁煙成功者
は全額健保補助。途中リ
タイア者は一割負担。

リンケージの禁煙プログ
ラムを実施。禁煙成功者
は全額健保補助。途中リ
タイア者は一割負担。

50代の喫煙率を下げる。・
・喫煙率が全国平均に比べて高い
。
・50代の喫煙率が特に高く、この
年代の健康意識、喫煙リスクの認
識の低さが伺える。

禁煙取組み者の累計数(【実績値】14人　【目標値】令和6年度：15人　令和7年度：15人　令和8年度：20人　令和9年度：25人　令和10年度：25人　令和11年度
：30人)-

禁煙のメリットは、肺がん等の発生予防であり、数年の期間では判定し難い。
(アウトカムは設定されていません)

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用  オ．専門職による健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施  キ．定量的な効果検証の実施

ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  シ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．外部委託先の専門職との連携体制の構築  エ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  オ．自治体との連携体制の構築  カ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  キ．保険者協議会との連携体制の構築  ク．その他の団体との連携体制の構築

ケ．保険者内の専門職の活用（共同設置保健師等を含む）  コ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  サ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  シ．その他

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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